様式第1号（表）
建築基準法施行規則第10条の16第1項第3号の規定による

同意を得たことを証する書面

　建築基準法第86条第1項及び第2項の規定による認定の申請にあたり、下記のとおり同意を得ましたので、関係資料を添えて報告します。ここに記載の事項は、事実に相違ありません。
　　年　　月　　日

　埼玉県　　　　建築安全センター所長　様


　　　　　　　　　
記

　建築基準法第86条第1・2項の規定による認定申請の内容について同意します。
	地　名　地　番
	権利の種　別
	権利者の住所、
氏名及び印
	同　意
年月日
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


1　権利者は、すべての土地の所有権又は借地権を有する者とする。

2　権利の種別には、所有権・借地権の別を記入すること。

3　印は実印を押し、印鑑登録証明書（国、地方公共団体及びこれらに類するものを除く。）を添えること。

4　土地の公図の写し並びに土地及び建物の登記簿謄本を添えること。

5　記載事項、添付書面について、同意書など同様の内容の書面がある場合には、これを添付することにより、その部分の記載、添付を省略することができる。
様式第1号（裏）
	地　名　地　番
	権利の種　別
	権利者の住所、

氏名及び印
	同　意

年月日
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第2号（表）

建築基準法施行規則第10条の16第2項第2号の規定による

説明等に関する報告書
　建築基準法第86条の2第1項の規定による認定の申請にあたり、建築物の計画に関する説明のために講じた措置について、下記のとおり報告します。ここに記載の事項は、事実に相違ありません。
　　年　　月　　日

　埼玉県　　　　建築安全センター所長　様


　　　　　　　　　

記

	　地　名　地　番
	権利の種　別
	権利者の
住所、氏名
	説明等の日時、

場所及び方法
	説　明　者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


1　権利者は、すべての土地の所有権又は借地権を有する者とする。

2　権利の種別には、所有権・借地権の別を記入すること。

3　土地の公図の写し並びに土地及び建物の登記簿謄本を添えること。

4　説明方法は、戸別訪問、説明会等、実際に説明を行った方法について記入すること。
5　説明者は、実際に説明を行った者の所属（社名等）、氏名を記入すること。

6　記載事項、添付書面について、別に同様の内容の書面がある場合には、これを添えることにより、その部分の記載、添付を省略することができる。
7　説明の際に使用した資料、配布した資料を添えること。
様式第2号（裏）
	地　名　地　番
	権利の種　別
	権利者の
住所、氏名
	説明等の日時、

場所及び方法
	説　明　者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第3号（表）
建築基準法施行規則第10条の21第1項第2号の規定による

合意を証する書面
　建築基準法第86条の5第1項の規定による認定取消の申請にあたり、下記のとおり合意しましたので、関係資料を添えて報告します。ここに記載の事項は、事実に相違ありません。
　　年　　月　　日

　埼玉県　　　　建築安全センター所長　様


　　　　　　　　　

記
　私達は、建築基準法第86条の5第2項の規定による以下の認定（従前のすべての認定を含む）の取消について合意しました。

	認定番号
認定年月日
	第　　　　　　　　号
　　　　　年　　　月　　　日
	団地の名称等


	　地　名　地　番
	権利の
種　別
	権利者の住所、
氏名及び印
	備　考

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


1　団地の名称等については、名称、通称、呼称、仮称等を記入する。

2　権利者は、すべての土地の所有権又は借地権を有する者とする。

3　権利の種別には、所有権・借地権の別を記入すること。

4　印は実印を押し、印鑑登録証明書（国、地方公共団体及びこれらに類するものを除く。）を添えること。

5　土地の公図の写し並びに土地及び建物の登記簿謄本を添えること。

6　記載事項、添付書面について、別に同様の内容の書面がある場合には、これを添えることにより、その部分の記載、添付を省略することができる。
様式第3号（裏）
	地　名　地　番
	権利の
種　別
	権利者の住所、

氏名及び印
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第4号（表）
建築基準法第86条第1項及び第2項の認定申請に係る
認定内容の維持管理に関する報告書
　建築基準法第86条第1項及び第2項の規定による認定の申請にあたり、当該区域内の道路、建築物等を適切に維持管理するため、次のとおり代表者等を定めましたので報告します。

　報告事項に変更が生じた場合は再度、すみやかに報告書を提出します。

　なお、ここに記載した事項は、事実に相違ありません。
　　年　　月　　日

　埼玉県　　　　建築安全センター所長　様


　　　　　　　　　

記
	団地の名称等
	

	　地　名　地　番
	

	　関係権利者の

　代表者の住所、氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　☎

	　管理者の住所、氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　☎

	備考


※　記入上の注意等については、裏面を参照のこと。
様式第4号（裏）
≪記入上の注意≫

１　団地の名称等は、名称、通称、呼称、仮称等を記入する。

２　地名地番は、当該認定申請区域内のすべての地名地番を記入する。

３　関係権利者は、すべての土地の所有権又は借地権を有する者とし、その中から当該申請内容に係る権利者側の連絡先として代表者を選出すること。

４　関係権利者の代表者とは別に、当該申請区域内の維持管理に関して管理者を置く場合には、管理者の欄に必要事項を記入すること。管理者が法人等の場合は、社名、代表者名等も記入すること。

※注意

　本様式は、特に協定書としての体裁を整えていないため、以下のような書面を別途配布するなど、維持管理について関係権利者間で協定を締結するなどのお互いの意思確認の機会を指導することが望ましい。

	≪認定内容の維持管理に関する留意点について≫

　区域内の皆さんが、お互いの資産をより良い状態に保ってゆくために、以下の事項等について関係権利者間で確認されることをお勧めします。

・各関係権利者自身が、区域内施設の適切な維持管理に努めること

・認定事項の変更及び取り消しにあたっては、関係権利者間で十分に協議し、手続きを進めること

・所有権移転など、区域内で新たに権利が発生する場合には、事前に当該認定に関する事項や維持管理に関する責務などを十分に周知し、その権利義務を承継すること


様式第5号（表）

建築基準法第86条第1項及び第2項に係る
特例対象チェックシート
	特例対象条文
	内容
	ﾁｪｯｸ
	備　　考

	法第23条

（外壁）
	・屋根不燃区域の木造建築物の延焼防止のための外壁の構造制限
	□
	

	法第43条

（敷地等と道路との関係）
	・接道義務（第1項）
	□
	

	
	・条例による接道道路制限の付加（第2項）
	□
	

	法第52条

（延べ面積の敷地面積に対する割合）
	・容積率規制（第1項）
	□
	

	
	・地下室の特例（第2項）
	□
	

	
	・地盤面の算出方法（第3項）
	□
	

	
	・共用の廊下階段に係る特例（第4項）
	□
	

	
	・2以上の用途地域等にわたる場合の容積率の算出方法（第5項）
	□
	

	
	・特定道路に接する場合の特例（第6項）
	□
	

	
	・計画道路に接する場合の特例（第7項）
	□
	

	
	・境界線から後退した場合の特例（第8項）
	□
	

	
	・壁面線の位置が指定された場合の特例（第9項）
	□
	

	
	・第9項の場合の敷地面積の算出方法（第10項）
	□
	

	
	・機械室等の特例（第11項）
	□
	

	法第53条

（建築面積の敷地面積に対する割合）
	・建ぺい率規制（第1項）
	□
	

	
	・2以上の用途地域等にわたる場合の建ぺい率の算出方法（第2項）
	□
	

	法第54条

（一低層、二低層における外壁の後退距離）
	・一低層、二低層における敷地境界線からの外壁の後退距離（第1項）
	□
	

	法第55条

（一低層、二低層における建築物の高さの限度）
	・一定の空地がある場合の特例（第2項）
	□
	

	法第56条

（建築物の各部分の高さ）
	・斜線制限（第1項）
	□
	

	
	・境界線から後退した場合の特例（第2項）
	□
	

	
	・前面道路が12m以上の場合の特例（第3項）
	□
	

	
	・前面道路が12m以上の場合で、境界線から後退した場合の特例（第4項）
	□
	

	
	・2以上の道路等に接する場合等の緩和措置（第6項）
	□
	


様式第5号（裏）
	特例対象条文
	内容
	ﾁｪｯｸ
	備　　考

	法第56条の2

（日影による中高層の建築物の高さの制限）
	・日影規制（第1項）
	□
	

	
	・同一敷地内に2以上の建築物がある場合の適用関係（第2項）
	□
	

	
	・道路等に接する場合の緩和規定（第3項）
	□
	

	法第59条

（高度利用地区）
	・高度利用地区に関する都市計画による容積率、建ぺい率及び建築面積の制限（第1項）
	□
	

	法第59条の2
（総合設計制度による公開空地）
	・総合設計建築物に関する容積率制限及び高さ制限の特例（第1項）
	□
	

	法第60条

（特定街区）
	・特定街区に関する都市計画による容積率及び高さ制限の特例（第1項）
	□
	

	法第62条

（準防火地域内建築物）
	・準防火地域内の木造建築物の延焼防止のための外壁等の構造制限（第2項）
	□
	

	法第64条

（開口部の防火戸）
	・防火地域又は準防火地域内にある耐火建築物及び準耐火建築物の開口部に関する耐火制限
	□
	

	法第68条の4

（住宅地高度利用地区計画の区域内の制限の緩和）
	・住宅地高度利用地区計画区域内の建築物の容積率の特例（第1項）
	□
	

	
	・住宅地高度利用地区計画区域内の建築物の建ぺい率の特例（第2項）
	□
	

	
	・住宅地高度利用地区計画区域内の建築物の高さ制限の特例（第3項）
	□
	

	法第68条の5
（再開発地区計画の区域内の制限の緩和等）
	・再開発地区計画区域内の建築物の容積率の特例（第1項）
	□
	


※チェック欄には、今回の申請について特例対象としている条文に☑を記入してください。

※備考欄には、区域内の全体にかかるものの場合は「全体」と記入し、区域内の一部にかかるものの場合は「各個別敷地の番号・記号等」をすべて記入してください。
申請者　住所


　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　





申請者　住所


　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　





申請者　住所


　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　





申請者　住所


　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　








